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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

      安全指導業務等の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の算

術平均】 

（Ａ4点×2×1項目+Ｂ3点×2

×1項目+Ｂ3点×2項目）÷

（4項目+2 項目）=3.33 

⇒算術平均に最も近い評定は

「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の

点数を、Ｓ：5点、Ａ：4点、

Ｂ：3点、Ｃ：2点、Ｄ：1点

とし、重要度の高い項目につ

いては加重を 2倍としてい

る。 

安全指導業務等の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の算術平

均】 

（Ａ4点×2×1項目+Ｂ3点×2×1

項目+Ｂ3点×2項目）÷（4項目

+2 項目）=3.33 

⇒算術平均に最も近い評定は

「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数

を、Ｓ：5点、Ａ：4点、Ｂ：3

点、Ｃ：2点、Ｄ：1点とし、重要

度の高い項目については加重を 2

倍としている。 

 

<評定に至った理由> 

 重要度及び難易度を「高」と設

定している「民間参入の促進」に

ついては、指導講習講師・適性診

断カウンセラーの資格要件研修の

実施といった取組を着実に実施し

ている上に、指導講習教材の頒布

数やナスバネットの提供数は年度

計画を上回っている。さらに、他

の認定機関の認定取得後の安全指

導業務の質の維持が図られるよう

指導講習テキストの内容や法令改

正等のポイントを教示する「指導

講習認定機関連絡会」の開催や、

適性診断カウンセラーの教育・訓

練を実施していることは高く評価

できる。 

 また、重要度を「高」と設定し

ている「国の安全対策への貢献」

については、貸切バスの事業許可

更新制導入に伴い設定された要件

「前回許可時から更新申請時まで

の間に行政処分を受けた場合は、

更新許可申請時までに認定事業者

による運輸安全マネジメント評価
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を受けること」に迅速に対応する

ため、運輸安全マネジメント評価

を実施する新たな組織として運輸

安全マネジメント事業部を立ち上

げる等して、要員の確保・育成を

図り、国が今後実施しようとする

自動車事故の発生の防止を目指し

た対策について、組織をあげて万

全の協力を行うべく、実施体制の

強化に取り組んでいることも評価

できる。  

 

 以上により安全指導業務等にお

いて重点化の対象としている２項

目が評価できること等を総合的に

判断し、Ｂ評価とするものであ

る。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

      被害者援護業務の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の

算術平均】 

（Ａ4点×1項目+Ｂ3点×

2×1項目+Ｂ3点×4項

目）÷（6項目+1 項目）

=3.14 

⇒算術平均に最も近い評定

は「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎

の点数を、Ｓ：5点、Ａ：

4点、Ｂ：3点、Ｃ：2

点、Ｄ：1点とし、重要度

の高い項目については加重

を 2倍としている。 

被害者援護業務の評定：Ｂ 

【細分化した項目の評定の算術平

均】 

（Ａ4点×1項目+Ｂ3点×2×1項目

+Ｂ3点×4項目）÷（6項目+1 項

目）=3.14 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」

評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数

を、Ｓ：5点、Ａ：4点、Ｂ：3

点、Ｃ：2点、Ｄ：1点とし、重要

度の高い項目については加重を 2倍

としている。 

 

<評定に至った理由> 

 被害者援護業務の評価難易度を

「高」と設定している「治療・看護

の充実」については、遷延性意識障

害から脱却し退院した患者（脱却

者）は 28 名であり、さらに、令和

３年度中に脱却状態になったものの

転院先病院の調整や自宅介護のため

の自宅改修中等のご家族の事情によ

り未だ入院中の患者（潜在的な脱却

者）は 9名おり、脱却者 28 名と同

程度の回復が認められた方が他にも

存在している。この脱却者等に係る

実績は、高度先進医療機器を用いた

高度な検査・治療、ワンフロア病棟

システムの運用、プライマリーナー

シング、ナスバスコアの活用、治療

技術等の各種情報の共有化を図るな

ど 、きめ細かく質の高い治療・看

護を地道に取り組んだ結果であり、

一定の成果について評価をすること

ができる。また、重要度及び難易度

を「高」と設定している「介護料の

支給等」については、介護料の支給

を適切に行うとともに、訪問支援に

ついては、｢被害者援護促進の日｣や

訪問支援システムの活用により、年

度計画の目標値を上回る成果をあげ

ている。 

以上の取組は、年度計画における所

期の目標を達成していると認められ

るためＢ評価とした。 
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 以上により被害者援護業務等にお

いて難易度高と設定している２項目

を初めとして他の項目の取組を総合

的に判断し、Ｂ評価とするものであ

る。 

 ① 自動車事故

による遷延性

意識障害（脳

損傷により自

力移動・摂食

が不可能であ

るなどの最重

度の後遺障害

者）に対して

公平な治療機

会を確保しつ

つ効果的な治

療を提供する

ため、療護セ

ンターにおい

て必要なハー

ド・ソフト両

面の措置を講

じた上で質の

高い治療・看

護を実施す

る。療護セン

ターにおける

短期入院につ

いても、既存

病床の稼働状

況等を踏まえ

つつ、利用者

のニーズに即

して積極的に

受け入れる。 

また、療護

施設機能一部

① 療護センタ

ーにおいて

は、病棟ワン

フロアシステ

ム（注 2）、プ

ライマリーナ

ーシング（注

3）や高度先進

医療機器の整

備を図るほ

か、大学等研

究機関や他の

医療施設との

連携強化、職

場内研修の充

実、「遷延性意

識障害(注４）

度評価表」を

用いた治療改

善度の活用等

により、医療

技術や看護技

術等の開発・

向上を図り、

質の高い治

療・看護を実

施します。 

（注 2）「病棟ワ

ンフロアシ

ステム」と

は、病棟を

１つのフロ

アに集中、

① 療護センタ

ーにおいて

は、病棟ワン

フロアシステ

ム（注 2）、プ

ライマリーナ

ーシング（注

3）及び「施設

及び設備に関

する計画」

（別紙 2）に基

づき整備する

高度先進医療

機器等の活用

により質の高

い治療・看護

を実施しま

す。 

 

（注 2）「病棟ワ

ンフロアシ

ステム」と

は、病棟を 1

つのフロア

に集中、仕

切りを最小

限にして患

者を絶えず

観察視野に

おく方式の

ことをい

う。 

（注 3）「プライ

<主な定量的指

標> 

・遷延性意識障

害からの脱却

者数 

 

<その他の指標> 

・療護施設への  

入院希望者の

待機期間 

 

<評価の視点> 

・各療護施設に

おいて、病棟

ワンフロアシ

ステム、プラ

イマリーナー

シング、高度

先進医療機器

の活用により

質の高い治

療・看護が実

施されている

とともに、大

学等研究機関

等との連携強

化、職場内研

修の充実等に

より医療技術

や看護技術の

開発・向上が

図られている

か。 

<主要な業務実績> 

１）各療護センターにおいて、個々の患者に即した

治  

療計画を作成し、高度先進医療機器（ＭＲＩ、Ｐ

ＥＴ等）を用いた高度な検査・治療を行うととも

に、ワンフロア病棟システムによる集中的な患者

観察、プライマリーナーシング方式等によるきめ

細かく質の高い治療・看護を実施。 

２）医療技術、看護技術等の着実な開発・向上を図

るため、以下の取組を実施。 

①千葉療護センターにおいて、磁気共鳴断層撮影

装置（ＭＲＩ）を令和４年３月に、東北療護セ

ンターにおいて、超音波診断装置を令和３年１

１月に更新。 

②療護センターに蓄積された知見及びノウハウを

活かし、再生医療等の新たな医療技術の研究を

行っている大学医学部等との連携を図り共同研

究を行うと共に、学会等の場において、大学と

の共同研究による発表を行ったほか、高度先進

医療機器を利用した治療の研究、指導、研修等

を実施し、人材の育成と地域医療の充実に貢

献。 

各療護センターでは、入院患者看護担当チー

ムごとに、ケースレポート研修会、医療事故防

止研修会等を定期的な開催など、治療・看護技

術の向上に向け、様々な職場内研修を実施。 

③ 「遷延性意識障害度評価表（ナスバスコ

ア）」を用いた治療改善度について分析し、令

和４年３月に公表。分析の結果、平成１７年６

月１日から令和３年５月３１日までの 16 年間

に退院した患者（1,036 人）並びに平成２８年

６月１日から令和３年５月３１日までの 5年間

に退院した患者（339 人）のいずれにおいて

<評定と根拠>評定：Ｂ 

療護施設における従来か

らのワンフロア病棟システ

ム、プライマリーナーシン

グ及び高度先進医療機器を

用いた高度な検査・治療等

きめ細かく質の高い治療・

看護の実施及び治療改善効

果の更なる向上に資する

「ナスバスコア」を用いた

分析結果の症例検討などへ

の活用や療護看護プログラ

ムの実施など、各療護施設

において、職種間会議等を

通じ連携を図りながら質の

高い治療・看護を行うと共

に、学会の参加や研修等に

より医療技術や看護技術の

向上に積極的に取り組んだ

ほか、コロナ禍等の外的要

因に影響を受けつつも電話

等による事前訪問調査とい

った弾力的な運用を引き続

き実施して待機期間を可能

な限り短縮に努めた。 

また、事故直後から慢性

期までの連続した治療・リ

ハビリについて臨床研究を

行う「一貫症例研究型委託

病床」については、臨床研

究を更に推し進めるため、

令和２年１２月に拡充し、

引き続き、適切な治療・看

評定 Ｂ 

<評定に至った理由> 

 自己評価書の「Ｂ」との評価結果

が妥当であると確認できた。 
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委託病床（以

下、「委託病

床」という。）

においても、

他の療護施設

（療護センタ

ー及び委託病

床）との連携

を図りつつ、

質の高い治

療・看護を実

施する。 

 

② 急性期～亜

急性期～慢性

期において連

続した治療・

リハビリの臨

床研究を行

い、ガイドラ

イン、プログ

ラム等を策定

し、遷延性意

識障害者のた

めの治療・リ

ハビリの検

討、改善及び

成果の普及並

びに研究及び

人材育成をす

るための必要

な態勢を確保

し、遷延性意

識障害者に精

通する脳外科

医等の育成を

行う新たな

「一貫症例研

究型委託病

床」を設置・

運営する。 

 

③ 早期の治療

開始が効果的

であることか

ら、より多く

の遷延性意識

障害者の回復

に資するべ

仕切りを最

小限にして

患者を絶え

ず観察視野

におく方式

のことをい

う。 

（注 3）「プライ

マリーナー

シング」と

は、1人の患

者を同じ看

護師が入院

から退院ま

で一貫して

受け持つ看

護方法で、

療護センタ

ーの場合に

は、長期の

入院期間中

に顕著な改

善がみられ

にくい入院

患者のかす

かな動きや

表情変化な

どを見落と

さないきめ

細かな観察

を可能とし

ている。 

（注 4） 脳損傷

により自力

移動・摂食

が不可能で

あるなどの

最重度の後

遺障害のこ

とをいう。 

 

② 療護施設機

能一部委託病

床（以下「委

託病床」とい

う。）において

も、他の療護

施設（療護セ

ンター及び他

マリーナー

シング」と

は、同じ看

護師が 1人

の患者を主

担当として

継続して受

け持つ看護

方法で、療

護センター

の場合に

は、長期の

入院期間中

に顕著な改

善がみられ

にくい入院

患者のかす

かな動きや

表情変化な

どを見落と

さないきめ

細かな観察

を可能とし

ている。 

 

② 再生医療等

の新たな医療

技術の研究を

行っている大

学等の研究機

関や他の医療

施設との連携

強化、職場内

研修の充実、

「遷延性意識

障害（注 4）度

評価表」を用

いた治療改善

度の活用等に

より、医療技

術や看護技術

等の開発・向

上を図り、質

の高い治療・

看護を実施し

ます。 

 

（注 4）「遷延性

意識障害」

・より多くの遷

延性意識障害

者の回復に資

するために、

入院希望者の

待機期間の短

縮が図られて

いるか。 

・関東地方の療

護施設で生じ

ている待機患

者の解消に向

けて、新たに

小規模委託病

床を設置する

ことを検討

し、実施でき

ているか。 

・事故直後から

慢性期までの

連続した治

療・リハビリ

について臨床

研究を行う

「一貫症例研

究型委託病

床」において

適切な治療看

護等が行われ

ていると共

に、遷延性意

識障害者に精

通する脳外科

医等の育成を

図っている

か。 

 

も、入院時ナスバスコア平均値に対し、退院時

ナスバスコア平均値の減少が認められたほか、

入院時ナスバスコアの重症度別にみた場合も、

ナスバスコア平均値が減少するなど、治療改善

効果を確認。 

過去 5年間に退院した患者に関する、入院か

ら退院までのナスバスコア平均値の変化と各種

要因との関連においては、「入院時のスコアが

高くても改善している患者がいること」「事故

後入院までの経過期間が短いほど改善が良いこ

と」「入院時の年齢が若いほど改善が良好であ

ること」等が示され、この結果を過去の分析結

果とともに、療護施設での症例検討、カンファ

レンス等の際に活用し、入院患者の治療改善効

果の更なる向上を図っている。 

３）療護施設機能一部委託病床では、令和３年８月

に療護センター長等会議、９月に看護部長等会

議、１０月にリハビリ担当者連絡会議、１１月

にメディカルソーシャルワーカー担当者連絡会

議を開催。病院長、担当者等が出席し、運営方

針、治療技術等の各種情報の共有により、他の

療護施設との密接な連携を図りつつ、きめ細か

い質の高い治療・看護を実施。 

４）藤田医科大学病院に設置している「一貫症例研

究型委託病床」については、臨床研究を更に推

し進めるため、令和２年１２月に拡充し、引き

続き、適切な治療看護等により、遷延性意識障

害者の早期改善を図るとともに、遷延性意識障

害者の治療に関する事項を脳神経外科研修医の

教育必須項目とする等、遷延性意識障害者に精

通する脳外科医等の育成を実施。 

５）待機期間の短縮を図るため、コロナ禍等の外的

要因の影響を受けつつも、入院審査委員会の持

ち回り開催を行うとともに、入院申込み患者の

症状等の確認のための事前調査については、病

院等への訪問に代わり、電話等で事前調査を行

うことでも差し支えないようにするなど、弾力

的な運用を引き続き実施することで待機期間を

可能な限り短縮することに努めた。また、国が

設置する「今後の自動車事故被害者救済対策の

あり方に関する検討会」でとりまとめられた報

告書に基づき、関東地方における待機患者の解

消を図るため、令和３年７月に「小規模委託病

床」の公募を行ったものの、コロナ禍の影響等

もあり、応募病院がなかった。継続して候補病

院を探し、令和４年３月に再公募を行い、令和

５年１月頃の受け入れを目指して調整を進めて

いるところ。 

６）また、療護施設退院後に患者家族等の介護者が

護及び脳神経外科医育成の

取り組みが行われているほ

か、療護センターに蓄積さ

れた知見やノウハウを活か

し、再生医療等の新たな医

療技術の研究を行っている

大学医学部等と連携しなが

ら共同研究を行うと共に、

学会等の場において成果を

発表するなど、人材育成や

医療技術の開発、地域医療

の充実等に寄与している。 

このほか、関東地方にお

ける待機患者の解消を図る

ため、令和３年７月に「小

規模委託病床」の公募を行

ったが、コロナ禍の影響に

より応募病院がなかった。

引き続き候補病院を探し、

令和４年３月に再公募を行

い、令和５年１月頃の受け

入れを目指して調整を進め

ている。 

 こうした療護施設におけ

るきめ細かく質の高い治

療・看護等が提供されたこ

と等により、28 人の方が

脱却し、ナスバスコアの改

善により脱却状態と認めら

れる者を含めると 37 人と

なった。 

以上により、年度計画を

達成しているものと判断し

Ｂ評価とするものである。 

<課題と対応> 

質の高い治療・看護を実施

することはもちろんのこと

「今後の自動車事故被害者

救済対策のあり方に関する

検討会」で取りまとめられ

た報告書に基づき、以下に

取り組む必要がある。 

・待機期間については、急

性期における入院希望者の

治療が長引く場合や入院希

望者の容体により療護施設

へ搬送できない場合やコロ

ナ禍等の外部要因に強く影

響を受けるものであるが、
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く、病床や入

院審査のあり

方の検討を含

め入院希望者

の待機期間の

短縮に努め

る。 

あわせて、

療護施設全体

の今後のあり

方について、

国と連携して

現状及び今後

の課題等につ

いて整理した

上で、より公

平な治療機会

を確保する観

点から、関係

者の意見・ニ

ーズや新たな

技術の向上を

踏まえつつ、

地理的要因の

ほか、病床

数・看護基準

等の委託基準

の見直しも含

め、あり方を

検討する。 

 

【指標】 

・療護施設全体

の待機期間

（前中期目標

期間実績：平

成２４年度か

ら２７年度ま

での平均待機

期間 3ヶ月） 

 

【難易度：高】 

入院希望者の

待機期間につい

ては、急性期に

おける入院希望

者の治療が長引

く場合や入院希

望者の容態によ

の委託病床）

との連携を図

りつつ、質の

高い治療・看

護を実施しま

す。 

 

③ 急性期～亜

急性期～慢性

期において連

続した治療・

リハビリの臨

床研究を行

い、ガイドラ

イン、プログ

ラム等を策定

し、遷延性意

識障害者のた

めの治療・リ

ハビリの検

討、改善及び

成果の普及並

びに研究及び

人材育成をす

るための必要

な態勢を確保

し、遷延性意

識障害者に精

通する脳外科

医等の育成を

行う新たな

「一貫症例研

究型委託病

床」を設置・

運営します。 

 

④ 早期の治療

開始が効果的

であることか

ら、より多く

の遷延性意識

障害者の回復

に資するべ

く、病床や入

院審査のあり

方の検討を含

め入院希望者

の待機期間の

短縮に努めま

とは、脳損

傷により自

力移動・摂

食が不可能

であるなど

の最重度の

後遺障害の

ことをい

う。 

 

③ 療護施設機

能一部委託病

床（以下「委

託病床」とい

う。）におい

ても、療護セ

ンター長等会

議、看護部長

会議等の療護

施設間連絡会

議を通じ治療

技術等の各種

情報を共有す

るなどによ

り、他の療護

施設との連携

を図りつつ、

質の高い治

療・看護を実

施します。 

 

④ 令和２年度

に拡充した

「一貫症例研

究型委託病

床」（注 5）に

ついて、急性

期から慢性期

までの連続し

た治療と看

護、リハビリ

等の臨床経過

の観察、症例

研究を行い、

遷延性意識障

害者の早期の

改善を図ると

ともに、遷延

性意識障害者

安心・安楽な在宅介護を実践できること等を目

的に平成２６年度から療護施設看護の一環とし

て一部の療護施設で実施してきた療護看護プロ

グラムについて、日本ヒューマン・ナーシング

研究学会が主催する研修を受講した看護師を中

心に、療護看護プログラムを実施し、治療効果

を高めるとともに、看護技術の向上を図った。 

こうした取組により治療効果を高めた結果、令

和３年度は 28 人の方が脱却し、ナスバスコアの

改善により脱却状態と認められる者を含めると 37

人となった。 

 

個々の事例を把握・整理

し、待機期間短縮に向けて

継続的に取り組むととも

に、関東地方における待機

患者の解消を図るため、

「小規模委託病床」の設置

を進める必要がある。 

・昭和５９年設置の千葉療

護センターの老朽化につい

ては、遷延性意識障害者が

安心して利用できる環境を

整備するとともに、「リハ

ビリの充実」等利用者ニー

ズを踏まえた機能強化を検

討する必要がある。 
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り療護施設へ搬

送できない場合

等の外部要因に

強く影響を受け

る指標であるた

め。 

 

④ 以上の取組

により治療効

果を高め、中

期目標期間の

最終年度まで

に遷延性意識

障害からの脱

却者数を 116

人以上とす

る。 

 

（注）「脱却」と

は、一定の

意思疎通・

運動機能の

改善がなさ

れた状態を

いう 

す。 

  あわせて、

療護施設全体

の今後のあり

方について、

国と連携して

現状及び今後

の課題等につ

いて整理した

上で、より公

平な治療機会

を確保する観

点から、関係

者の意見・ニ

ーズや新たな

技術の向上を

踏まえつつ、

地理的要因の

ほか、病床

数・看護基準

等の委託基準

の見直しも含

め、あり方を

検討します。 

 

⑤ 以上の取組

により治療効

果を高め、療

護看護プログ

ラム等の実施

により、中期

目標期間の最

終年度までに

遷延性意識障

害からの脱却

（注 5）者数を

116 人以上とし

ます。 

 

（注 5）「脱却」

とは、一定

の意思疎

通・運動機

能の改善が

なされた状

態をいう。 

に精通する脳

外科医等の育

成を図りま

す。また、病

床を拡充し、

症例研究等を

さらに推し進

めます。 

 

（注 5）「一貫症

例研究型委

託病床」と

は、急性期

～亜急性期

～慢性期に

おいて連続

した治療と

看護、リハ

ビリ等の臨

床研究を行

い、ガイド

ライン、プ

ログラム等

を策定し、

遷延性意識

障害者のた

めの治療・

リハビリの

検討、改善

及び成果の

普及並びに

研究及び人

材育成をす

るための必

要な態勢を

確保し、遷

延性意識障

害者に精通

する脳外科

医等の育成

を行う新た

な委託病床

のことをい

う。 

 

⑤ 療護センタ

ー長等会議等

において病床

や入院審査の
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あり方の検討

を実施し、入

院希望者の待

機期間の短縮

を図ります。

あわせて、待

機患者数が多

い関東地区に

療護施設を設

置します。  

また、療護

センターの老

朽化につい

て、質の高い

治療・看護を

提供し、被害

者団体等から

のリハビリの

充実等のニー

ズを踏まえた

機能強化の実

現に向けた検

討を行うとと

もに、引き続

き、国と連携

して、療護施

設全体の今後

のあり方を検

討します。 

 

⑥ 以上の取組

により治療効

果を高め、令

和３年度中の

遷延性意識障

害からの脱却

（注 6）者数に

ついて、ナス

バスコアの改

善により脱却

状態と認めら

れる者を含め

24 人以上とす

ることを目指

すとともに、

ナスバスコア

の改善を図り

ます。 

また、「遷
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延性意識障害

度評価表」を

用いた治療改

善度を公表し

ます。さら

に、療護施設

看護の一環と

して、療護看

護プログラム

（注 7）を実施

して、技術向

上を図りま

す。 

 

（注 6）「脱却」

とは、意思

疎通・運動

機能等が一

定程度改善

した状態を

いう。 

（注 7）「療護看

護プログラ

ム」とは、

遷延性意識

障害者の状

態の改善を

目指す技術

の実践によ

り「生活行

動の再獲得

を目指す」

ことを目的

とした看護

プログラム

をいう。 

 

 【重要度：高】 

「独立行政法

人改革等に関す

る基本的な方針｣

（平成２５年１

２月２４日閣議

決定）及びこれ

に先立って行わ

れた議論等の政

府決定に基づく

取組であるた

め。 

① 重度後遺障

害者に対し

て、被害等の

状況に応じて

介護サービス

利用や介護用

品の購入等の

ための介護料

の支給を実施

することによ

り、被害者救

済を充実させ

① 重度後遺障

害者に対して

被害等の状況

に応じた介護

料の支給を適

切に行いま

す。         

 また、介護料

受給者及びそ

の家族（以下

「受給者等」

という。）へ

<主な定量的指

標> 

・訪問支援実施

率、実施人数 

・新規認定者に

対する訪問支

援実施率、実

施人数 

・コーディネー

ター養成研修

修了者割合 

・介護料受給者

<主要な業務実績> 

１）介護料の支給 

 障害の程度、介護の状況等に応じ 4,815 人に

対し、介護料 3,894 百万円を支給。 

２）訪問支援の充実・強化 

①令和３年度には同年度の新規認定者 107 人を含

む 4,091 人に対して訪問支援を実施し、令和２

年度末の介護料受給資格者数（4,720 人）に対

する割合については 86.7％。 

②「被害者援護促進の日」（毎週木曜日）の有効

活用のほか、受給者支援業務システムを利用し

た訪問支援結果の整理・分析や情報共有等を効

<評定と根拠> 評定：Ｂ 

 介護料の適切な支給を行

ったことをはじめ、訪問支

援については、「被害者援

護促進の日」（毎週木曜

日）を有効活用するととも

に、受給者支援業務システ

ムを活用した業務の効率化

や新型コロナウイルス感染

症の感染防止対策としてリ

モート方式による訪問支援

の試行実施等により、目標

評定 Ｂ 

<評定に至った理由> 

新規認定者に対する訪問支援は

98.2％で目標未達となっているが、

新規認定者のうち 2 名が年度末の認

定かつ体調不良のため年度内に訪問

支援が行えなかったことによるもの

であり、やむを得ないと考えられる。 

一方、介護料受給者に対する訪問

支援実施率、コーディネーター養成

研修修了者割合、介護料受給者との

交流会実施回数、介護支援効果に関
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① 重度後遺障

害者に対し

て、被害等の

状況に応じて

介護サービス

利用や介護用

品の購入等の

ための介護料

を支給すると

ともに、介護

家庭への個別

訪問を量的・

質的に充実さ

せることによ

り、重度後遺

障害者及びそ

の家族に対す

る支援を強化

する。 

  なお、毎年

度の訪問支援

実施割合につ

いて、全介護

料受給資格者

に対して訪問

支援を毎年実

施することを

視野に入れ、

中期目標期間

の年度毎に、

前年度末介護

料受給資格者

数に対する割

合について、

65％以上を維

持し、新規認

定者に対して

は 100％とす

る。あわせ

て、専門的か

つ高度な業務

を実施するコ

ーディネータ

ー（被害者支

援専門員）の

養成を更に進

め、中期目標

期間の最終年

ます。また、

介護料受給者

やその家族を

精神的な面で

支援するた

め、引き続

き、介護料受

給者宅への訪

問支援を充

実・強化しま

す。 

なお、毎年

度の訪問支援

実施割合につ

いて、全介護

料受給者に対

し訪問支援を

毎年実施する

ことを視野に

入れ、各々に

適した対応を

行うことを目

指し、前年度

末介護料受給

資格者数に対

する割合につ

いて、65％以

上を維持し、

新規認定者に

対しては 100％

とし、提供す

る訪問支援の

質の維持・向

上に努めま

す。 

 あわせて、

専門的かつ高

度な業務を実

施するコーデ

ィネーター

（被害者支援

専門員）の養

成を更に進

め、中期目標

期間の最終年

度までにコー

ディネーター

養成研修の修

了者を平成２

の相談対応や

情報提供を目

的とする訪問

支援を充実・

強化し、全介

護料受給者に

対し訪問支援

を毎年実施す

ることを視野

に入れ、前年

度末介護料受

給資格者数に

対する実施割

合を 65％以上

とし、新規認

定者に対する

訪問支援を

100％実施しま

す。 

  あわせて、

新型コロナウ

イルス感染症

対策及び今後

のデジタル化

対応に向けた

課題の洗い出

しのため、訪

問支援のリモ

ート化を試行

しながら、訪

問支援の際に

必要な情報を

効率的に提供

するための情

報端末の活用

や訪問支援結

果の整理分

析・共有を通

じて訪問支援

を効果的に実

施するととも

に、療護施

設、被害者団

体等と連携

し、介護不安

の低減などの

支援内容の充

実を図りま

す。 

との交流会実

施回数 

・介護支援効果

に関する評価

度 

 

<その他の指標> 

・介護料支給実

績（受給者

数、支給額） 

・短期入院・入

所費用助成支

給者数及び支

給額 

 

<評価の視点> 

・重度後遺障害

者及びその家

族等のニーズ

を踏まえた支

援を実施して

いるか。 

 

率的に実施するとともに、訪問先等において同

システムの情報の閲覧・更新を行うことが可能

となるモバイル端末を活用し、受給者等への情

報発信を充実。また、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大を受け、これまでの対面による訪

問支援に加え、令和３年度はリモート方式によ

る訪問支援を試行実施して、感染リスクを回避

しつつ切れ目のない訪問支援を実施。 

 ③訪問支援の結果については、協力病院等や被害

者団体等との意見交換の場においても活用し、

より効果的な訪問支援を推進。 

３）コーディネーターの養成 

  被害者援護業務のうち専門的かつ高度な業務に

専従するコーディネーター（被害者支援専門

員）の養成を進め、令和３年度末時点でコーデ

ィネーター養成研修の修了者は平成２８年度末

全職員数の 21.0％。また、令和４年３月から、

自動車事故被害者のニーズに応じた相談先の紹

介等の相談支援機能の強化を図るため、現行の

コーディネーターより高い知識を有するⅡ種コ

ーディネーター（現行のコーディネーターはⅠ

種）の養成を開始。 

４）短期入院・入所費用の助成 

  受給者及び介護者のニーズが高い短期入院・入

所の利用を促進するため、1,072 人に対して、

患者移送費、ヘルパー等費用、室料差額及び食

事負担額として 51 百万円の費用を助成。 

５）意見交換会の開催等による協力病院等の利用促      

  進 

 ①協力病院等への短期入院等の利用促進を図るた

め、国土交通省、協力病院等、ＮＡＳＶＡ及び

被害者団体代表者が参加する意見交換会を各主

管支所の主催により開催し、情報共有と事例検

討等による利用促進に向けた意見交換を実施。

なお、コロナ禍の感染リスク回避のため、全て

の主管支所で WEB を活用した意見交換会とし

た。 

 ②協力病院等への訪問や協力病院等での交流会開

催等を通じて、患者等の受入条件・受入環境

（個室の有無、看護体制等）等の情報を入手

し、訪問支援等の際に受給者等に案内する一方

で、受給者等の要望を協力病院等へ情報提供す

るなど、受給者等と協力病院等との間をつなぐ

取組を行うとともに、受給者等及び協力病院等

からの利用前の相談対応や利用後のフォローア

ップを通じて協力病院等の利用を促進。 

６）受給者等の交流会の開催等 

 ①受給者等の交流会を全国各支所で延べ 55 回開

催。なお、コロナ禍の感染リスク回避のため、

を上回る訪問支援を実施

し、かつ訪問支援を開始し

た平成１９年度以降最高と

なる訪問支援率になったほ

か、短期入院等の利用促進

や交流会実施等についても

確実に取り組んでいる。 

 また、在宅介護相談窓口

における相談支援を実施す

るとともに、介護者なき後

（親なき後）問題に関する

情報など必要な情報の提供

も継続して実施しており、

年度計画を十分に達成して

いるものと判断し、Ｂ評価

とするものである。 

 

<課題と対応> 

 新型コロナウイルス感染

症の感染拡大を受け、これ

までの対面による訪問支援

の実施が困難となったこと

から、令和３年度にリモー

ト方式による訪問支援を試

行実施した結果、対面とリ

モート方式との併用によ

り、感染リスクの回避を図

りつつ、切れ目のない訪問

支援が実施できたこと。併

せて、日程調整の容易さや

経費削減等の効果が得ら

れ、受給者等及びＮＡＳＶ

Ａ双方にメリットがあるこ

とが確認できたことから、

令和４年度より本格運用す

ることとする。 

また、引き続き介護する

家族等への相談対応や必要

な情報の提供をはじめ、被

害者ニーズに即したより効

果的な訪問支援を実施する

こととする。 

する評価度といったその他の定量的

指標はすべて目標を満たしており、

特に介護料受給者に対する訪問支援

実施率は目標値 65％に対し 86.7％

と、達成率 133.4％となっているこ

とは評価できる。 

以上により、年度計画における所

期の目標と同程度の業務実績が認め

られるため、Ｂ評価とした。 
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度までに平成

２８年度末全

体職員の 18％

以上とする。 

 

【難易度：高】 

介護料受給者

の中には本人又

は家族が働いて

いることや、家

庭の事情から訪

問を望まない方

もおり、必ずし

も戸別訪問が実

施できる訳では

ないため。 

 

② 国と連携し

つつ、在宅介

護を受けてい

る重度後遺障

害者のメディ

カルチェック

や家族の負担

軽減等を目的

とした短期入

院・入所の利

用を促進する

べく、短期入

院・入所協力

病院等（以

下、「協力病院

等」という。）

のスタッフと

の意見交換会

を実施するほ

か、短期入

院・入所に際

して協力病院

等の担当窓口

及び利用者等

との連絡・調

整等を事前に

行うことによ

り、受入環境

を把握した上

で利用者等に

情報提供し要

望を協力病院

８年度末全職

員の 18％以上

とします。 

 

② 国と連携し

つつ、介護料

受給者（利用

者）及びその

家族が安心し

て短期入院協

力病院（以下

「協力病院」

という。）へ短

期入院するこ

とや短期入所

協力施設（以

下「協力施

設」という。）

へ入所するこ

とが可能とな

る支援措置を

検討し、必要

な措置を実施

します。特に

協力病院及び

協力施設（以

下「協力病院

等」という。）

への短期入

院・入所の利

用促進を図る

ためには、協

力病院等が利

用者の要望を

把握し、ま

た、利用者も

各協力病院等

の詳細な情報

を把握するこ

とが重要であ

ることから、

協力病院等ス

タッフとの意

見交換会を実

施するほか、

協力病院等が

提供するサー

ビスの内容を

調査し、利用

  さらに、専

門的かつ高度

な業務を実施

するコーディ

ネーター（被

害者支援専門

員）の養成を

更に進め、コ

ーディネータ

ー養成研修の

修了者（令和 3

年度）を平成

28 年度末全職

員数の 20％以

上とします。 

② 介護料受給

者の短期入院

協力病院及び

短期入所協力

施設（以下

「協力病院

等」とい

う。）等への

短期入院・入

所に係る費用

の助成を行い

ます。 

また、各主

管支所の主催

により、国土

交通省、協力

病院等、療護

施設及び支所

関係者並びに

被害者団体代

表者が参加す

る意見交換会

を開催し、短

期入院協力病

院・短期入所

協力施設制度

及び短期入

院・入所に係

る助成制度の

利用促進と円

滑運用を図り

ます。 

さらに、協

力病院等への

WEB を活用した交流会（46 回）を実施（集合型

は 9回実施）。 

 ②交流会の場において、協力病院等、行政等関係

機関の協力を得て介護料制度の説明、災害対策

や成年後見制度に関する勉強会等を開催。 

 ③介護用品の紹介や、協力病院等の施設情報や防

災情報等に関して情報提供。 

 ④東京主管管内においては、宮古島バーチャルツ

アー、「ギター流し」によるオンライン生演奏

やコロナ禍での過ごし方をテーマにした意見交

換など、新型コロナウイルス感染症の感染が続

く中で外出自粛を余儀なくされている受給者等

の心のケアを考慮した新しい交流会を開催。 

７）介護に関する相談支援等の実施 

 ①主管支所に介護福祉士等の資格を有する在宅介

護相談員を配置し、1,065 件の相談に対応し、

介護に関する知識・技術等を提供。 

②有識者、被害者団体、国土交通省及びＮＡＳＶ

Ａで構成する被害者救済対策に係るあり方検討

会（国土交通省主催）等において、介護者なき

後（親なき後）への対応について検討を実施。 

③上記の意見交換会の検討を踏まえ、国土交通省

と連携し、ＮＡＳＶＡホームページにおいて介

護者なき後（親なき後）に備えるために必要な

制度情報や施設情報を提供。 

④災害時安否確認のために受給者等の緊急連絡先

を把握するとともに、令和３年７月の中国・九

州豪雨、同年８月の全国的な前線の影響による

大雨、令和４年３月の東北地震において、被災

地域の受給者に対して安否確認を実施。 

８）介護支援効果に関する評価度 

  介護料受給者の家族に対するアンケート調査の

結果、目標値の 4.39 を上回る 4.47 の評価。 
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等に伝えるな

ど、安心して

協力病院等を

利用できるよ

う支援措置を

検討し、実施

する。 

 

③ 重度後遺障

害者及びその

家族等を支援

し、そのニー

ズを把握する

観点から、相

互に情報交換

や交流できる

場を設ける。

なお、介護料

受給者及びそ

の家族との交

流会を全支所

年 1回以上開

催する。 

また、介護

者なき後（親

なき後）に備

えるための必

要な制度情報

や施設情報に

ついて、平成

32 年度までに

全国地域を網

羅し、充実し

た情報提供を

行う。さら

に、重度後遺

障害者及びそ

の家族等のニ

ーズ等を踏ま

え、必要な支

援の充実を図

るとともに、

関係機関の動

向を踏まえつ

つ、更なる介

護者なき後

（親なき後）

への対応につ

いて国と検討

者へ的確に情

報提供しま

す。 

  また、短期

入院・入所に

際して協力病

院等担当窓口

及び利用者と

の連絡等によ

り、受入環境

を把握した上

で利用者等に

情報提供し要

望を協力病院

等に伝えるな

ど、利用者等

と協力病院等

との間をつな

ぎます。 

 

③ 重度後遺障

害者及びその

家族等を支援

し、そのニー

ズを把握する

観点から、訪

問支援結果を

整理分析・共

有するととも

に、介護料受

給者及びその

家族が参加す

る交流会の開

催等により、

相互の情報交

換や交流を通

じた支援を実

施します。な

お、介護料受

給者及びその

家族との交流

会を全支所年

１回以上開催

する。 

 

④ 相談窓口に

よって、重度

後遺障害者及

びその家族か

訪問、協力病

院等での交流

会の開催、短

期入院・入所

に際しての担

当窓口及び利

用者との連絡

等により、受

入環境を把握

した上で、受

給者等に情報

提供を行うと

ともに、受給

者等からの要

望を協力病院

等に伝えるな

ど、受給者等

と協力病院等

との間をつな

ぎ、利用前か

ら利用後まで

のフォローア

ップを実施し

ます。 

加えて、上

記活動を通

じ、協力病院

等の実情や、

受給者等のニ

ーズ等を整理

分析し、短期

入院・入所の

効果的な推進

に努めます。 

 

③ 療護施設、

協力病院等、

関係自治体及

び被害者団体

と連携を密に

して交流会へ

の参画等の協

力を求め、受

給者等が参加

する交流会を

開催するとと

もに、機関誌

の活用等によ

り、情報交換
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を行う。 

 

④ 以上の施策

を実施するこ

とにより、重

度後遺障害者

の家族に対す

る 5段階評価

の調査におけ

る介護支援効

果に関する評

価度につい

て、中期目標

期間の年度毎

に 4.39 以上と

する。 

 

【指標】 

・調査票回収率

（前中期目標

期間実績：平

成２４年度か

ら２７年度ま

での平均回収

率 58.2％） 

らの日常的な

相談に応じる

とともに、災

害に備えるた

めの防災情報

の提供、災害

時における安

否確認等を実

施します。 

  また、介護

者なき後（親

なき後）に備

えるために必

要な制度情報

や施設情報に

ついて、平成

32 年度までに

全都道府県を

網羅して、よ

り一層内容を

充実させま

す。 

  さらに、重

度後遺障害者

及びその家族

等のニーズ等

を踏まえ、必

要な支援の充

実を図るとと

もに、関係機

関の動向を踏

まえつつ、更

なる介護者な

き後（親なき

後）への対応

について国と

検討を行いま

す。 

 

⑤ 以上の施策

を実施するこ

とにより、重

度後遺障害者

の家族に対す

る 5段階評価

の調査におけ

る介護支援効

果に関する評

価度につい

や交流を通じ

た受給者等の

支援を実施し

ます。 

なお、受給

者等との交流

会を全支所年

１回以上開催

します。 

加えて、上

記活動を通

じ、引き続き

主管支所及び

支所単位で

の、関係被害

者団体等との

交流を進めま

す。 

 

④ 主管支所の

在宅介護相談

窓口によっ

て、受給者等

からの日常的

な相談に応じ

るとともに、

災害に備える

ための防災情

報を提供し、

さらに災害時

に受給者等に

連絡し安否の

確認を行いま

す。 

また、介護

者なき後を見

すえた日常生

活支援の充実

を図るための

制度情報や施

設情報等の国

が実施した施

策について、

ホームページ

等を活用し効

果的に提供し

ます。   

さらに、受

給者等のニー
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て、中期目標

期間の年度毎

に 4.39 以上と

します。 

ズ等を踏ま

え、必要な支

援の充実を図

るとともに、

関係機関の動

向を踏まえつ

つ、更なる介

護者なき後

（親なき後）

への対応につ

いて国と検討

を行います。   

  

⑤ 以上の施策

を実施するこ

とにより、介

護負担の軽減

や介護不安の

低減などを図

り、受給者等

に対する介護

支援効果に関

する 5段階評

価の調査にお

ける評価度

（令和３年

度）につい

て、4.39 以上

とします。 

 


